
                                                  １９９８年４月 ２２日

食料・農業・農村基本問題調査会

      会長  木村 尚三郎  殿

                                                       全国消費者団体連絡会

                                                    

要望書

－  食料・農業・農村基本問題調査会「中間取りまとめ」をうけて  －

私たちは、食料・農業・農村という大変広範で困難なテーマにもかかわらず「中間取りまとめ」

を出された貴調査会のご努力に敬意を表します。

新しい基本法にむけては、昨年の１１月に『全国消費者団体連絡会「新基本法」検討会』 の

名称で要望書を提出致しました。この度、「中間取りまとめ」を受けて、両論併記の項目への見

解も含め、「全国消費者団体連絡会」として要望書を提出致します。貴調査会の論議・答申への

反映を要望します。

記

１、 農業生産という範囲にとどまらず、食料と農村の視点、さらに私たちにとって何よりも大

 切な消費者の視点を盛り込んだことを率直に評価致します。今後の論議で一層深められる

 ことを期待します。

 

２、 食料の安定供給の側面の強調に比べ、安全性や健康、おいしさの確保などの品質面や価格、

 消費者のライフステージ・ライフスタイルを支える食料のあり方の面での位置づけが弱い

 と考えます。食料の安定供給はもちろん大切ですが、どのような食料が供給されるのかと

 いうことが前提問題です。食料の安全性確保のための行政の制度・体制の整備・強化や消

 費者の権利としての政策決定過程への参加の保障が必要です。

 

３、 国内農業の力強い発展のためには食料自給力の維持・向上への具体的な施策が必要です。ま

た、狭い農地に膨大な人口、望ましい栄養水準の確保、という日本の食料需給の条件を考え

たとき、海外からの一定の食料輸入も必要な現状があり、外国との友好関係や途上国の農業

発展への支援も大切です。

 

４、 株式会社の農地取得については、それ以前の問題として、優良な農地の転用を厳しく規制

    すること、農地総量の確保の視点から改めて土地利用計画を見直すこと、公共財としての

    土地の位置づけへの国民的合意形成を行うことが必要です。株式会社の可否にのみ論議を

    終始させず、こうした視点から論議を深め、政策化することこそが必要です。



５、 農業と環境、食料と環境との問題については深刻な認識が必要です。環境保全は全人類的

 行動課題であり、優先させるべきです。農業の環境負荷の削減と、都市と農村、消費と生

 産をつなぐ持続可能な循環型システムの確立は、21世紀社会の重要な課題です。

 

６、 直接所得補償については、条件不利地域での森林資源や国土保全、自然景観や文化遺産の

 維持など、目的・役割を明確にして導入が検討されるべきです。その際、受ける人が誇り

 を持つことができ、透明なルールの下で運用できる国民的合意形成が必要です。

 

７、 食料供給の担い手として食品産業が位置づけられたことは評価できますが、食品産業には、

 安全性の確保や良質な食の提供、また、選択性の保障の前提となる表示等の情報提供、公

 正な価格の形成、といった消費者への責任、生産と消費のパイプ役や環境保全への社会的

 責任があります。食品産業の位置づけとあり方について、こうした視点から深めることが

 必要です。

 

８、 食のあり方は健康やくらしづくりにとても大切です。国民の健康と食生活に関わる基礎知

 識の向上をはかるための情報提供や食教育を強めるなどの施策が必要です。

 

９、 画一的な農政や農業予算のあり方は抜本的に転換されなければなりません。地方や生産者の

自主性や創意性が尊重され、意欲を持った新しい農業参入者が積極的に地域に受け入れられ

る制度が必要です。また、人材の育成や技術開発なども重視されるべきです。消費者と生産

者との自主的交流・提携を支援する政策体系も必要です。農政の決定過程への消費者の参加

も位置づけられねばなりません。

    農業予算のあり方について、効果性や透明性・公開性の確保、消費者・納税者への説明責

    任の確保、などの視点から見直すことを答申に盛り込むことが必要です。

以上



全国消費者団体連絡会（構成団体）

   家庭栄養研究会                           ＪＡ全国女性組織協議会

   主婦連合会                               消費科学連合会

   情報公開法を求める市民運動               新日本婦人の会

   全国公団住宅自治会協議会                 全国公社自治協連絡会

   全国借地借家人組合連合会                 全国消費者連合

   全国消費者協会連合会                     全国消費生活相談員協会

   日本消費生活専門相談員協議会             全国大学生活協同組合連合会

   全国労働者共済生活協同組合連合会         日本消費者連盟

   日本消費生活ｱﾄ゙ ﾊ゙ ｲｻ゙ ｰ・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ協会       日本生活協同組合連合会

   日本青年団協議会                         日本婦人会議

   日本婦人団体連合会                       日本母親大会連絡会

   ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ                労働者福祉中央協議会

  

   愛知県消費者団体連絡会                   石川県消費者団体連絡会

   岩手県消費者団体連絡会                   愛媛県消費者団体連絡協議会

   岡山県消費者団体連絡協議会               神奈川県消費者団体連絡会

   京都消費者団体連絡協議会                 群馬県消費者団体連絡会

   埼玉県消費者団体連絡会                   全大阪消費者団体連絡会

   消費者団体千葉県連絡会                   東京消費者団体連絡センター

   鳥取県消費者大会実行委員会               長野県消費者団体連絡協議会

   福井県消費者団体連絡協議会               前橋市消費者団体連絡会

   山口県消費者団体連絡協議会               山梨県消費者団体連絡協議会


